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日頃から、大阪府健康医療行政の推進につきまして、格別のご高配とご協力を賜り、厚くお礼申し上げます。

　さて、大阪府は非常に厳しい財政状況にありながらも、教育や治安と並び、福祉・医療に力点をおきながら、府民の安全・安心を守る取組みを進めています。

大阪を明るく笑顔にするための将来像を描いた「将来ビジョン・大阪」においても、府民が安心して必要な医療を受けることができる体制の整備や、がんをはじめとした生活習慣病などをしっかりと治療し健康長寿を実現できることを目標に掲げ、着実に施策を推進しているところです。

これらの施策の推進にあたっては、国と地方が適切な役割分担を行った上で、地方が実施するものについては、その責任と判断により事業を推進できるよう、地域主権を実現する必要があります。その一方で、現行制度のもとでは、当面の間、国の責任によるセーフティネットの整備が不可欠です。
　平成23年度におきましても、本府の財政状況や課題解決に向けた取組みについて十分ご理解いただき、要望事項の具体化、実現のため、格別のご配慮を賜りますようお願い申し上げます。
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１　保健医療体制等の確保
	保健医療体制については、本府としてもその役割を果たすために積極的に取り組んでいくが、医療制度のあり方は国民生活に大きな影響を及ぼすものであることから、国としても、制度設計者として引き続き積極的な支援を行い、特に以下の項目について、十分な対処を求める。

１．医療提供体制の整備

(1)　医師等の確保

①　都市部においても、特定の診療科における医師不足、とりわけ産科、小児科、救命救急の分野における勤務医の不足などが大きな問題となっている。

国においては、医師養成数増員へ政策転換を図られたところであるが、平成22年度の医学部定員増にあたっては都道府県の財政負担が前提となる奨学金制度の創設が義務付けられている。都道府県の厳しい財政事情をふまえ、引き続き本奨学金制度の実施に必要な財源を措置すること。
また、明確な医師需給見通しに基づく計画的な医師養成を進めるとともに、効果的な医師偏在是正策に取り組むこと。特に、現在課題となっている診療科別の医師偏在を是正するため、専門医の認定制度や研修医の配置等について一定のルールや規制を導入することの是非について検討を行うなど取組みを進めること。

②　医師臨床研修制度の見直しについて、都道府県別の募集定員の上限設定にあたっては、都市部のこれまでの研修医養成実績等を適正に評価するとともに、都市部でも大きな課題となっている診療科別医師偏在等に悪影響を及ぼさないよう、激変緩和措置を含め十分配慮すること。
また、各病院の研修体制充実へのインセンティブ確保のため、研修体制の強化を図り、応募実績を伸ばした病院に対しては、適切に募集定員の上乗せ措置を行うこと。
平成22年4月の見直しにおいて、都道府県における病院間の定員調整の仕組みが導入されたが、調整にあたり定員の削減を伴う都市部においては、客観的基準が確立されない限り、各病院のコンセンサスを得ながら調整を行うことはほぼ不可能である。本府のような都市部の状況について十分な説明を行うこと。

③　医師の養成及び派遣に重要な役割を担う大学が、質の高い臨床医を確実に養成できるよう、必要な財源を措置するなど大学における指導体制強化等について、関係省庁とともに取り組むこと。
④　女性医師の増加や看護職員の確保に対応するため、引き続き短時間勤務制度の実施や産休代替職員の確保、院内保育所整備等、女性医師や看護職員のライフステージに合わせた働きやすい環境づくりを行う病院開設者への財政支援の拡大を図ること。

⑤　救急勤務医支援事業について、厳しい地方自治体の財政事情や医療機関の経営状況等をふまえ、国負担率の引き上げや既設手当の対象化など、補助要件の緩和・拡大を図ること。
⑥　感染症対策など都道府県における公衆衛生医師の役割は大きい。国立感染症研究所等での研修の充実など、公衆衛生医師のキャリアパスにつながる施策を講じること。

⑦　訪問看護ステーションが積極的に重度障がい児等の在宅医療分野に参入していけるよう、当該分野における訪問看護師への研修を促進するなどの施策を講じること。




［２(2)⑤ 補足］

◎　産科・小児科の医療機関の集約化・重点化に向けて

基準病床数の特例については、現行法令上すべて厚生労働大臣の同意が必要であるが、地域において必要な医療を迅速に確保できるよう、地域の実情に応じた医療機能の集約化・重点化を行う場合には、知事裁量の判断により適用できるようにすること。

２　母子保健施策の充実
	１．妊婦健康診査について

市町村が母子保健法上の努力義務として実施する妊婦健診について、妊婦が真に安心して子どもを産むことのできる環境の確保が図られるよう、次の措置をとられたい。

(1)　市町村の実施する妊婦健診の標準的な実施時期、回数、内容等については、国において目安が示されているものの、その公費負担の回数や金額等は、市町村の裁量によるとされている。全国の市町村において統一的な水準で妊婦健診およびその公費負担が実施されるよう、母子保健法を改正し、法律上の位置づけをより明確なものとするとともに、標準的な実施時期、回数、内容等についても、乳幼児健診と同様に同法施行規則において明確に規定されたい。
(2)　市町村の実施する妊婦健診公費負担に対する財政的支援については、平成２２年度末までの時限的措置となっており、平成２３年度以降の方針は何ら示されていない。全国の市町村で統一的な公費負担が恒久的に実施されるよう、(1)も踏まえつつ、市町村に対し、必要な財源を移譲されたい。
２．不妊に関する総合的施策の推進

医療保険が適用されず高額の医療費がかかる人工授精や体外受精等の不妊治療について、早期に保険適用を図ること。
　　また、治療を受ける方の負担軽減を図るため、医療保険が適用されるまで、特定不妊治療費助成事業の拡充等、不妊に関する施策を推進すること。
３．乳幼児の不慮の事故防止対策の推進

子どもの死亡原因の上位である「不慮の事故」を減少させるための研究のさらなる推進と、事故の詳細な情報を継続的に収集・分析するサーベイランスシステムの充実等、適切な事故防止体制づくりを国において実施すること。



［２．補足］

◎　不妊に関する総合的施策の推進】
ホルモンの異常や子宮卵管の機能障がいなどといった母体の異常による不妊治療には保険給付があるが、人工授精や体外受精などの不妊治療は保険給付の対象外であり、助成制度があるとはいえ、相当高額な治療費用等がかかっているのが現状である。
［３．補足］

◎　乳幼児の不慮の事故防止対策の推進

　昭和30年代以降現在まで、子どもの死亡原因の上位を占めるのは「不慮の事故」である。「健やか親子21」においても、不慮の事故死亡率を半減することが、地域において取り組む目標として位置づけられている。しかし、さらなる予防のためには、事故の実態を継続的に把握・分析するサーベイランスシステムの充実等が、国を主体として全国規模で行われることが必要である。

　　　　　

〔「不慮の事故」による死亡数・死因順位（平成２０年）〕

	
	年齢
	０歳
	１～４歳
	５～９歳

	大阪府
	死亡数
	１２
	1５
	６

	
	死因順位
	第４位
	第１位
	第２位

	全　国
	死亡数
	１４４
	１６３
	１２８

	
	死因順位
	第４位
	第１位
	第１位


厚生労働省「人口動態統計」
３　がん対策の推進
	がんは、疾病による死亡の最大の原因となっており、府民はもとより国民の健康・生命に対する大きな課題となっていることから、国・地方自治体が連携して対策に取り組む必要がある。
本府においても従来から｢予防｣｢早期発見｣｢がん医療｣を中心に取り組んできたところであるが、一層の対策の強化を図るため、平成20年８月、「がん対策推進計画」を策定したところである。

国においては、平成19年６月15日にがん対策の基本的方向として「がん対策推進基本計画」が策定され、今後は、この基本計画に基づいて総合的かつ計画的な推進が期待されるところであるが、今後、国・地方自治体を通じてのがん対策の推進に当たっては、以下の点について、必要な措置を講じられたい。

(1)　「がん対策推進基本計画」に記載された目標の達成に向けた積極的な事業展開を図られるとともに、十分な財源措置を講じること。

(2)　市町村のがん検診について、地方交付税積算基礎額の実勢額への引上げなど、検診の実施に当たり十分な財源措置を講じられたい。また、各市町村において、「がん検診実施のための指針」に沿った検診が実施できるよう、マンモグラフィ検診導入促進策を始めとする支援策を、引き続き、充実されたい。

(３)　「女性特有のがん検診推進事業」については、がん検診指針との整合性や検診実施機関の不足等、実施にあたっての課題も多いことから、地域の実情に対応した柔軟な制度運用を図るとともに、本事業は対象者が一部の年齢（５歳刻み）に限られており、単年度事業で終了した場合、充分な事業効果が期待できないことから、平成23年度以降も事業を継続されたい。なお、同事業の円滑な推進を図るため都道府県が行っている事務についても財政措置を併せて行うこと。

(４)　がん登録は、がん罹患者数･罹患率などの疫学的研究、がん検診の評価などに不可欠であることから、制度のさらなる推進及び登録精度の向上などについて早期に検討を行うとともに、必要な措置を講じること。

(５) がん診療連携拠点病院は、地域におけるがん医療の水準向上、均てん化に重要な役割を果たしているとともに、今後のがん対策の推進にあたっても、これら拠点病院を中心とする各種施策の展開が想定されている。

しかしながら、大都市では、人口及び医療機関の数に比して拠点病院が少ない。また、都道府県により規模が異なる二次医療圏を単位とした制度を改め、地域の実情を反映しやすい制度に改めること。

なお、がん診療連携拠点病院機能強化事業補助金については、予算枠の一層の拡充を図ること。
(6) 巡回検診車による検診について、医師の立会い及び管理者の指揮監督のもとで実施することとされているが、あらかじめ医師（管理者）による具体的な指示を受けるとともに、緊急の場合に備えた当該医師への連絡・指示体制が確立されるなど、一定基準以上の体制を備えた検診機関に対しては「医師の立会い」などを免除するなど、検診現場の実態に即した柔軟な運用を検討されたい。

(7) 子宮頸がん予防に有効とされるＨＰＶワクチンの公費助成と定期接種を位置付け、予防接種実施市町村に対し財政的な支援を行うこと。

(8) がんの原因の中でも喫煙は、最大の原因とされており、がん予防には、たばこ対策のより一層の充実が求められる。

先般、国においては、受動喫煙防止対策として、多数の者が利用する公共的な空間については原則として全面禁煙であるべきとの方針が示されたところであるが、実効性をより高めるため、健康増進法において、罰則を伴う受動喫煙防止措置を施設管理者に義務付けるなど、特段の措置を講じること。





［（３）補足］
◎　女性特有のがん検診推進事業について

経済危機対策として平成21年度補正予算に盛り込まれた当該事業は、補助対象となる検診内容として、原則として「がん予防重点健康教育及びがん検診実施のための指針（平成20年３月31日付け健発第0331058号）」に基づく検診であることとなっている。事業実施にあたりマンモグラフィ検診のできる検診機関が少ない自治体では近隣市町村との連携や検診機関との調整に苦慮している状況であり、実施主体である市町村が円滑に実施できるよう事業実施にあたって市町村の要望等を聞くなど地域の実情に応じた柔軟な制度運用が求められている。

　　同事業を円滑に推進するため、都道府県は市町村からの一元的な窓口として国との調整にあたるとともに、間接補助事業と事実上同じスキームとなっていることから、都道府県の負担はかなり大きい。しかしながら、都道府県の事務負担分については財源上特別な措置がされておらず、早急に対応されたい。

［（６）補足］
◎　巡回検診車による検診体制について

「がん対策推進基本計画」に定められている、がん検診受診率50％を達成するためには、巡回検診車による検診を安全で効率的に実施することが必要であると考えるが、大阪府等が出資する(財) 大阪府保健医療財団が巡回検診車による胃がん検診の実施に際して、現地において医師による指示･対応等が必要となった事例はまったくない。このため、わざわざ雇用した医師の業務はほとんどなく、両規定は、検診現場の実態に照らすと非効率を強いており、不必要といわざるを得ない。
あらかじめ管理者（医師）による具体的な指示とともに、緊急の場合に備えた管理者（医師）への連絡・指示体制を整備すること、看護師等の配置、経験と実績を有する診療放射線技師による撮影などの一定基準を満たす場合は、立会い医師規定を免除するなどの柔軟な解釈･運用をしていただきたい。


［（７）補足］
◎　子宮頸がん予防ワクチンについて

子宮頸がんについては、近年、20代を中心とした若い女性の罹患率が上昇している。一方、子宮頸がんの主な発生要因であるヒトパピローマウイルス（ＨＰＶ）を予防するワクチンが承認された。このワクチンを性行動前の女性に接種することにより子宮頸がんの発生は相当抑えられると考える。

４　難病対策の推進
	　

 (1) 特定疾患治療研究事業に係る国庫補助制度については、地方公共団体の超過負担が解消されるよう、法制化も含め、十分な財源措置を講じること。

(2) 対象疾患の拡大や難病患者を支援する活動拠点の整備や運営体制の充実等を図るとともに、保健所において難病患者に対する保健指導の充実が図られるよう保健所事業に対する国庫補助基準の見直しを行うこと。

(3) 個々の疾患に応じた認定基準の改正や明確化を図ること。

(4) 平成17年度の税制改正（高齢者の非課税限度額の廃止等）による所得変更の有無に関わらず、公平かつ適切な負担となるよう制度のあり方を検討されるとともに、所得階層区分の基準額対象を所得税から市町村民税へ変更されたい。

また、医療費援助の申請時に必要となる医療機関の証明書類（臨床調査個人票）について、無償交付とする等の規定整備を検討されたい。

(5) 「小児慢性特定疾患治療研究事業」における対象疾患や対象者等の拡大を図るとともに、患者負担の軽減策を講じるほか、以下の点について、必要な措置を講じること。

①　疾患の状態と程度について、患児の治療の状態をふまえた基準に変更すること。

2 重症認定基準について、疾患群ごとの治療実態をふまえ変更すること。

　(6) 診断・治療方法が確立していない脳脊髄液減少症等の疾患について、診断と治療のためのガイドラインを早急に示し、有効な治療方法については、保険適用されたい。



	



［補足］

◎　難病対策の推進

治療方法が確立されていないいわゆる難病について、治療方法の確立及びそれまでの間の患者の経済的・精神的負担の軽減は、本来国の責任において、全国的な制度として実施されるべきものであり、以下の項目について特定疾患治療研究事業等難病対策の拡大・充実を要望する。

　特定疾患治療研究事業については、都道府県の超過負担が毎年増加している現状を解消する必要がある。

ア　特定疾患治療研究事業における大阪府の超過負担が毎年増加し、平成21年度の国庫補助金の交付率は、本来50％であるにもかかわらず、23.9％にとどまり、約20億の超過負担が生じる見込み。

イ　平成14年の厚生科学審議会難病対策委員会中間報告においても、難治性疾患の研究推進と制度の安定化が急務である旨が指摘されている。

ウ　国においては、特定疾患治療法の早期確立と本事業の安定的実施を図るため、その責

務を十分果たす必要があり、単に地方に超過負担を強いることでは問題の解決にならない。

したがって、法制化を含め都道府県の超過負担を早期に解消するよう要望する。

　　

毎年増加する難病患者に対し、適切な保健指導の確保を図るとともに多様なニーズに応えるため、国庫補助基準の見直しや難病患者を支援する拠点整備の充実が必要である。

ア　難病特別対策推進事業国庫補助金（保健所事業）は、保健所規模に応じた基準額が設定されているところである。大阪府においては平成11年度に1,970円であった補助金額の患者１人当たり単価が平成21年度には932円と減少しているところであり、国庫補助基準の見直しが必要である。
イ　また、患者数の増加により、難病患者のもつ様々なニーズも多様化しており、これらに対応したきめ細かな支援活動の拠点整備や運営体制の充実が必要である。

　先般の税制改正（高齢者の非課税限度額の廃止等）により、所得の変更の有無に関わらず、本人や同居家族の自己負担限度額が大幅に上昇したことから、公平かつ適切な負担が図られるよう制度のあり方を検討されたい。なお、自立支援医療制度と同様に、所得階層区分の基準額対象を所得税から市町村民税へ変更されたい。

　小児慢性特定疾患児への対策は、平成17年度から児童福祉法に規定されたところであるが、患者負担が新たに生じ、患者家族にとって大きな負担となっているため、経済的負担の軽減策を講じる必要がある。

また、認定基準の見直しにより、対象者が重症者へ重点化されたが、患者の疾患の実態に見合った基準となっていないため、認定基準の緩和を図る必要があるとともに、日常生活における介助の経済的、身体的負担の軽減策を講じる必要がある。

５　新型インフルエンザ対策の充実・強化

	新型インフルエンザは、これまでの感染症とは異なり、国家的な危機管理の問題であることから、国が主体となって、地方公共団体との十分な事前協議のもと、国民的な合意を得ながら対策を進めること。

さらに、これら対策の実効性を高めるための法整備や、地方公共団体等への必要な財政措置を講じること。
(1) 今回の新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）対策について、その全体のスキームや個々の施策の妥当性、効果、問題点等、全般にわたる検証を行い、その結果を基に対策の見直し、再編、強化を図ること。

　　また、新型インフルエンザは、ウイルスの型によって重症化等の症状が一様ではないが、現在の国の行動計画やガイドラインに基づく一律の対策では対応が困難であったことから、ウイルスの特性に応じて柔軟な対応が可能となるよう、法的整備も含め、対応を図ること。なお、その際には、地方公共団体の意見を十分に反映すること。

(2) 今回の新型インフルエンザにかかる対策を通じて、医療機関における感染症に対する防御・診療体制の脆弱性が明らかとなったことから、全ての医療機関において抜本的な体制の強化が図られるよう、国において必要な対策を講じること。

(3) 医療体制の整備、ワクチン接種、住民支援など地方公共団体や医療機関が行う新型インフルエンザ対策に要する費用について、必要な財政措置を講じること。

特に、現在、医療機関が大量のワクチンの余剰在庫を抱えているが、これはワクチン製造の遅れ、感染のピークを過ぎてからの接種開始であったことなどに起因するものであり、医療機関の責に帰すものではないことから、国の責任において、直ちに返品を認めるなど適切な対策を講じること。

(4) 医療従事者等が安心して患者の診療を行うための補償制度について、法的整備も含め、早期に恒久的な制度を構築すること。

制度構築にあたっては、今後の変異や新たなウイルスの出現にも対応しうる医療体制を整備していくため、補償制度を各自治体の個別の判断、個別の対応に委ねるのではなく、国において医療従事者等が安心できる全国一律の制度を構築すること。

(5) 新型インフルエンザ等感染症の海外の発生状況、ウイルスに対する知見、国の対策等の情報については、迅速に地方公共団体へ提供すること。

　　　また、国民の不安を払拭するため、効果的な政府広報を実施するとともに、医療機関に対して医療に必要な最新情報を迅速に提供すること。

(6) ワクチンの供給量不足は、国民の感染予防に対する不安をあおり、混乱を招く結果となった。今後の新たな新型インフルエンザの発生に備え、国においてワクチンの生産技術の向上・生産体制を強化するとともに、必要とするワクチンが短期間で円滑に供給できるよう必要な対策を講じること。

　　　また、ワクチン接種は、個人の重症化防止、入院も含めた医療体制全体の維持に有効な手段であることから、ウイルスの病原性に関わらず、接種についての努力義務を課し、全額国庫負担により実施すること。




	 (7) 現在、国が示している抗インフルエンザウイルス薬の都道府県の備蓄方法では使用期限が切れると廃棄し、再度、同数を購入することとなる。今後、流通在庫による効率的な備蓄方法の活用など、早急に新たな備蓄体制を構築するとともに予算措置を講じること。



［補足］

◎　新型インフルエンザ対策等の充実・強化

今回の新型インフルエンザ（Ａ／Ｈ１Ｎ１）については、当初、国の行動計画やガイドラインに準拠して対策が開始されたが、その後、知見が明らかになるにつれ、国からの通達によって対策の変更が行われた。そのため、いわゆるダブルスタンダードの状態となり、また、先々の対策の方向性の予測がつかないため、地方公共団体や医療機関は大きく混乱した。新たな新型インフルエンザの発生に備えて、計画等の再整備が必要である。

また、今回の一連の対策によって、風評被害の発生や発熱外来につなぐトリアージの限界、外来を受け入れることとなった一般医療機関の院内感染対策の困難さ、医療資源の不足、健康観察等による保健所の疲弊、ワクチン不足と接種の遅れによる混乱など、多くの課題が明らかとなった。これらの課題やその原因を明らかにするため、国において、検証会議が行われたが、自治体や医療機関等の現場の意見を十分に汲み上げ、今後の改善に生かす必要がある。

さらに、一時に患者が集中する感染症に対峙するためには、医療機関が総力をあげて取り組めるだけの条件を整備する必要がある。そのためには、被害が生じた場合の補償制度や医療機関が被る負担に対する支援策を講じた上で、医療機関に診療への協力を義務付けることが必要であり、速やかな制度構築が必要である。

ワクチン接種については、国民の不安に応えるため、必要な量が短期間で確保できる体制を整えることが必要である。また、ワクチン接種は、個人の重症化防止、入院も含めた医療体制全体の維持のために有効な手段であるため、ウイルスの病原性に関わらず、接種の努力義務を課すとともに、全額国庫負担により実施する必要がある。さらに、短期間にワクチン接種を進めるためには、集団的接種が効果的であることから、市町村が実施主体となり集団的接種を実施する必要がある。この場合においても、市町村で円滑に接種が行われるよう必要な財政措置を講じる必要がある。

なお、今回のワクチン接種では、医療従事者向けのワクチン供給は第１回配分をもって打ち切られたが、必要な量が確保できず、このままでは診療や接種が継続できないとの医療機関からの意見が数多く寄せられた。また、歯科医師や調剤薬局の薬剤師は新型インフルエンザ患者の診療において重要な役割を担うが、これらが接種対象から除外されていることは実態に沿わないものと言わざるを得ない。国において、医療現場の実態に即した優先接種者の範囲を定めるなど、必要な措置を取られたい。

また、現在、医療機関が大量のワクチンの余剰在庫を抱えているが、これは、ワクチン製造の遅れや、感染のピークを過ぎてからの接種開始であったことなどに起因するものであり、医療機関の責に帰すものではない。このまま余剰ワクチンを放置し医療機関が損害を被ることになれば、今後のワクチン接種事業、医療体制の確保に多大な影響が懸念されることから、国の責任において、直ちに返品を認めるなど適切な対策を講じる必要がある。

６　アスベストによる健康被害の救済

７　「彩都」を拠点とした大阪の創薬研究機能の強化
	　

国においては「新成長戦略（基本方針2009.12閣議決定）」において、ライフイノベーションによる健康大国戦略として、「日本発の革新的な医薬品、医療・介護技術の研究開発推進」を位置づけられ、産学官が一体となった取組みや、創薬ベンチャーの育成の推進、新薬再生医療研究の推進とともに、ドラッグラグ、デバイスラグの解消、治験環境の整備、医薬品承認審査の迅速化などが喫緊の課題であるとされている。

こうした中、大阪の「彩都ライフサイエンスパーク」には、製薬企業・バイオベンチャーや医薬基盤研究所をはじめとした試験研究機関（彩都バイオインキュベーター）など13施設・機関が立地し、約1,300名の研究者等によりバイオ・ライフサイエンス分野における先端的かつ高度な研究開発が進められている。

今後、大阪・関西が、我が国の成長と産業構造の高度化を牽引していくためには、「彩都」における国際競争力を有するバイオクラスターの形成と、製薬企業やバイオベンチャーによる医薬品等の研究開発を促進するための支援機能の強化が不可欠であることから、次の点について、格別のご配慮をお願いしたい。

(1) 創薬支援機能の拡充

　　現在彩都においては、医薬基盤研究所が日本で唯一、基盤的技術研究事業（いわゆる橋渡し研究事業）として、新薬開発の効率化・迅速化を下支えする毒性評価などの研究を行っている。こうした研究は、大阪のみならず、日本の創薬のスピード化には必要不可欠な研究事業であることから、今後、彩都における創薬支援機能の一層の拡充を図られたい。

(2) 基礎的研究の推進

保健医療の水準の向上に役立つ画期的な医薬品等の開発においては、安全性の評価等の共通の基礎的技術の研究が重要であるが、民間では十分な取組みがなされていない状況である。これを資金面で支援するためには、彩都における研究資金の配分機能を、より一層充実・強化するとともに、より効果的な配分が可能となるよう、研究機関がその主体とするなどのご配慮をいただきたい。

(3) 希少疾病用医薬品等開発の振興

希少疾病に対する医薬品の開発においても、民間での採算に乗らないため研究開発が遅れている状況にあることから、これを資金面で支援するためには、彩都における研究資金の配分機能を、より一層充実・強化するとともに、より効果的な配分が可能となるよう、研究機関がその主体とするなどのご配慮をいただきたい。

(4) ワクチン開発の推進

昨年の新型インフルエンザを教訓として、ワクチン供給のスピード化が検討されているが、彩都はこの分野における最先端の機能を有していることから、今後、彩都におけるワクチン開発の一層の推進を図られたい。



８　大阪府立病院機構の運営体制の充実
	　

平成18年度に大阪府が設立した「地方独立行政法人大阪府立病院機構」(公務員型独法)が、解散・再設立の手続きを経ることなく、「非公務員型」独法に円滑に移行できるよう、「地方独立行政法人法」の改正を行うこと。

　


[補足]

◎　地方独立行政法人法の改正

地方独立行政法人大阪府立病院機構は、平成１８年度に「公務員型」独法として設立したが、医療環境の変化に対応して、病院がより自由に医療水準の向上や経営改善に取り組める組織体制を構築するため、「非公務員型」への移行を目指すこととしている。

しかしながら、現行の地方独立行政法人法では、「公務員型」から「非公務員型」への移行は認められておらず、「非公務員型」となるためには、法人を一旦解散し、再度設立する必要があり、病院事業の継続に支障が生じることになる。

法人を解散すれば、債権債務の整理や残余財産の府への返還などに時間を要し、新法人設立までの間、病院における診療行為を中断せざるを得なくなる。

また、法人解散時には、全職員を一旦分限処分で退職させるため、割増退職金の支払いが必要となるほか、再設立された法人は地方税の課税対象団体となるなど、新たな負担が発生し、病院経営を圧迫するおそれがある。

したがって、事業を中断せず円滑な「非公務員型」への移行が図られるよう、地方独立行政法人法並びに関係法令の改正を求める。

≪参考≫地方独立行政法人の定款変更について

地方独立行政法人法第８条第１項は、地方独立行政法人の定款の記載事項を定めており、第５号において「特定地方独立行政法人」（公務員型）又は「特定地方独立行政法人以外の地方独立行政法人」（非公務員型）の別を規定することとしている。

同条第３項では、上記事項については「定款を変更することができない」とされており、「公務員型」から「非公務員型」への移行は認められていない。


９　その他
	１．麻しん（はしか）対策の充実・強化

麻しんに関する特定感染症予防指針に基づき、予防接種を円滑に実施するため、各市町村が、その周知・広報等に必要な費用について財政的支援を行うこと。

また、ワクチンの接種率向上に向けて、国民に対する広報を積極的に行うこと。

併せて、麻しん風しん混合ワクチン、麻しん及び風しん単抗原ワクチン、単体検査薬の十分な供給及び流通の確保を図ること。

２．肝炎総合対策の推進

　　平成22年１月１日に施行された肝炎対策基本法の基本理念に基づき、肝炎対策が行われているところであるが、本来、国において対処すべきフィブリノゲン製剤問題を契機として開始された事業であり、また、緊急対策事業であったことから、今後も本事業が継続実施されるのであれば、全額国庫負担とすること。
３．ハンセン病回復者等への支援

平成21年４月、「ハンセン病問題の解決の促進に関する法律」が施行され、国や地方公共団体の責務として「ハンセン病回復者が地域社会から孤立することなく、良好かつ平穏な生活を営むことができるようにするための基盤整備、偏見と差別のない社会の実現、福祉の増進、名誉の回復等のための措置を講ずること」が明記されたことを受け、以下の点について、特段の配慮をされたい。
(1)　ハンセン病に関する啓発

ハンセン病に対するいわれのない差別や偏見を解消するとともに、病気に対する正しい理解を進めるため、ハンセン病に関する啓発に積極的に取り組むこと。

(2)　ハンセン病療養所入所者の社会復帰及び療養所退所者等の社会生活支援の充実

ハンセン病療養所入所者の社会復帰促進と療養所退所者等の社会生活支援のため、社会復帰のきっかけづくりの事業や社会復帰後の住宅や医療、介護保険制度に関する福祉施策について、速やかに実施すること。

なお、各種保健福祉施策を都道府県が実施する場合は、十分な財源措置を講じること。


［３．補足］

◎　ハンセン病回復者等への支援

●全国の入所者数（平成21年５月1日現在）

2,584人

●大阪府出身入所者数（平成22年５月末現在）

83人

●大阪府への社会復帰者の実績（平成13年5月熊本地裁判決～平成18年3月末現在）

９人（平成14年度 ８人、平成21年度 １人）

●国立ハンセン病療養所等退所者給与金都道府県別支給人数（平成21年11月末現在）

大阪府　95人

●ハンセン病に関する大阪府の取組

・ 啓発冊子（「ハンセン病を正しく理解するために」）の作成・配付

· 里帰り事業

平成21年度参加者数：44人（平成20年度：25人）

· 府内高校生及び看護学生とハンセン病療養所入所者とのふれあい体験交流会の実施

平成21年度参加者数：42人（平成20年度：17人）

· ハンセン病療養所入所者等に対する大阪府営住宅への入居あっせん（平成14年度～）

· ハンセン病回復者支援コーディネーターの設置（平成16年度～）

· 「大阪府ハンセン病実態調査報告書」の発行（平成16年９月）

· 府民啓発講演会の開催（平成22年２月）


１　医療監視制度の充実
医療法第25条第１項による立入検査（医療監視）について、国においてもこれまで制度改善に取り組まれてきたところであるが、医療従事者の不足が社会問題化しており、いわゆる医師の名義貸しや医療従事者免許証の偽造、医療従事者の員数にかかる虚偽報告などの問題が懸念される。

このような不正行為の発生を未然に防止し、国民の医療に対する信頼を確保するため、全国規模の医療従事者の重複をチェックするシステムを構築するとともに、医療従事者に対する報告の徴収権限や立入検査に必要な書類の保存・常備等について、法令等に規定されたい。

２　医療安全管理のための体制確保

医療事故の報告制度は、国立高度専門医療センターや特定機能病院等一部の病院に対して定められたところであるが、それ以外の医療機関については、医療事故や院内感染が発生しても行政機関等に報告するか否かは医療機関の自主的な判断によらざるを得ない状況にある。

また、平成17年２月22日付厚生労働省通知「社会福祉施設等における感染症等発生にかかる報告について」において、社会福祉施設等における感染症等の発生時の報告について示されているが、医療機関は対象となっていない。

依然として医療事故等が後を絶たない中、これらの予防及び再発防止のためには所管の保健所等に対する速やかな報告が不可欠であることから、医療事故、院内感染に対する都道府県等への報告の徴収権限について法令等に規定されたい。

３　厚生年金病院の機能維持

厚生年金病院については、国の整理合理化計画に基づき、独立行政法人年金・健康保険福祉施設整理機構が地方公共団体や民間に売却を進めるとしている。

大阪府には、大阪厚生年金病院及び星ヶ丘厚生年金病院があり、両病院は、各地域の中核病院として、高度で安全な医療を提供するとともに、24時間小児救急を含む救急医療、産科オープンシステム、がん治療、総合リハビリテーションなどの医療機能を有し、地域医療において極めて重要な役割を果たしている。

ついては、厚生年金病院の整理合理化に当たっては、地域医療において果たしている役割を十分考慮し、高度かつ公的な医療機能が維持されるよう、検討を行われたい。

４　療養病床の再編成

医療費適正化計画のうち、療養病床の再編成に係る計画については、当面凍結した上で現在調査中の施設毎の転換意向や患者の状態像等についての実態を踏まえ介護療養病床の２３年度末廃止の猶予を含めた検証結果と計画の見直しの必要性について、夏以降に結論が出されるとのことである。

しかしながら、建替えにより介護老人保健施設等へ転換する場合は、開発許可及び建築確認を含めると開設許可まで１年半の期間を要することから、政府方針の見直しがなされない場合には、遅くとも９月末までに結論を示していただかないと期限内に転換が図れない医療機関もでてくるため、夏以降早期に結論を示していただきたい。

また、転換助成交付金（保険局、老健局）を受ける場合は、内示後に事業着手する必要があるが、施設規模によっては、入札の公告から開設許可まで１年を要するため、平成２３年度の両交付金については、４月早々に内示をしていただきたい。
５　在日外国人の医療対策の充実

外国人の医療対策として、医療保障制度が適用されない滞在外国人が治療を受けた際に未収医療費が生じた場合、救命救急センターについては未収医療費の一部が助成されている。しかし、それ以外の病院に対しては、助成制度もなく、多くの未収医療費が病院の経営を圧迫している現状を踏まえ、これらの病院に対し、必要な財源措置を講じられたい。

また、医療現場における言葉の壁による制約等を解消するため、通訳者によるサポートが受けられるよう必要な措置を講じられたい。
６　あはき業の広告制限の緩和

あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師の施術業については、あん摩マッサージ指圧師、はり師、きゅう師等に関する法律（以下「あはき法」という。）の規定により、広告できる範囲が施術所の名称、所在地、施術日などに限られ、料金体系すら表示できない状況にあり、施術所の運営において、無資格者が開業するマッサージ類似店舗に比べ、厳しい環境に置かれている。

第５次医療法の改正により、患者等に正確な情報を提供し、その選択を支援する観点から、医療機関の広告規制が大幅に緩和されたことから、あん摩マッサージ、指圧、はり、きゅうに関して厳しい広告規制を維持する必要性は希薄になっており、あはき法における広告制限について緩和されたい。

７　原爆被爆者に対する福祉事業の充実
原爆被爆者の高齢化が進んでいる現状において、今後とも安心して介護サービス等を受けられように、介護手当金支給事業及び介護保険等利用被爆者助成事業実施に伴う必要な財源を、全額国において措置されたい。

また、訪問介護利用被爆者助成事業における所得制限をなくされたい。

８　健康増進事業の充実

健康増進法第17条第１項及び第19条の２に基づく市町村における健康増進事業について、円滑な事業実施を図るため、市町村に過度な負担が生じないよう、十分な財源措置を講じること。

さらに、市町村が独自で実施している40歳未満の住民への健康診査等の事業についても、健康増進事業に位置付け、補助対象となるよう検討すること。

９　地域保健対策の充実

地域住民の健康の保持及び増進を図り、地域保健対策の総合的な推進を確保するため、税源移譲が実現するまでは、以下の点について、必要な措置を講じられたい。

(1) 市町村の母子保健事業、精神保健福祉事業の充実

① １歳６か月児健康診査及び３歳児健康診査をはじめとする市町村母子保健事業については、税源移譲及び交付金化されているところであるが、事業の実施に当たり、実情に応じた適切な財源確保が図られるよう、交付税算定基礎額を引き上げるなど、十分な財源措置を講じられたい。

② 介護予防、生活習慣病予防、児童虐待予防や精神保健福祉事業など新たな健康課題について対応していくため、保健師等の増員措置や地方交付税算定基礎額の引き上げなど、市町村保健事業推進に係るマンパワー確保策を講じられたい。

(2) 保健所、市町村保健センターの整備及び機能強化

① 保健所及び市町村において、地域保健事業を推進していく上で必要な施設・設備の充実について、十分な財源措置を講じられたい。

② 保健所の機能強化を推進していくために必要な事業財源を確保するとともに、健康危機への対応の強化に向けた支援策を講じられたい。　

10 多様な保健・医療需要への対応強化

多様な保健・医療需要ニーズに積極的に対応していくため、以下の点について、必要な措置を講じられたい。

(1) 感染症指定医療機関運営事業費補助金については、医師等の人件費を算定に加えるなど、感染症指定医療機関に超過負担を強いることのないよう、十分な財源措置を講じられたい。
(2) エイズ検査・相談の実施などエイズ対策事業については、感染症予防事業費等国庫補助金の補助対象とされているが、大都市においては、HIV感染者やエイズ患者が増加傾向にあることを踏まえ、新規の感染者等の報告数が著しく多い地域を対象とする特別な財源措置を講じられたい。

(3) 予防接種法に基づく定期予防接種に係る地方交付税の算定基礎を見直し、地方公共団体に対する財源措置の拡充を図られたい。

(4) ポリオ抗体保有率が低い年齢層（昭和50～52年生まれ）に対する追加接種については、予防接種法に基づく定期予防接種として早急に制度化されたい。
併せて、現在は任意接種となっているｂ型インフルエンザ菌（Ｈｉｂ）ワクチンや肺炎球菌ワクチンの接種についても早期に予防接種法に基づく定期予防接種として制度化されたい。
(5) 臍帯血移植の推進

① 今後の成人への適用を見据え、臍帯血の保存目標数を引き上げるなど、臍帯血移植の基盤整備を充実させること。

② ネットワーク及び各臍帯血バンクの運営を安定化させるため、臍帯血の採取・検査・保存等に必要な財源措置を講じられたい。

11 日本脳炎対策の充実

(1) 日本脳炎予防接種におけるワクチンの安定供給

日本脳炎予防接種は、国として積極的な勧奨を差し控えた状況にあるが、希望する者に対しては、接種が行えるよう、ワクチンの安定的な供給体制を確保すること。

(2) 日本脳炎予防接種における経過措置の創設について

日本脳炎予防接種の平成17年以降の積極的勧奨の差し控えにより、接種時期を逸した人を救済するための経過措置を早急に設けること。
12 精神科救急システムの充実

(1) 精神科救急医療システム整備事業における精神科救急医療施設事業について、休日及び夜間の補助制度が設けられているが、さらに深夜帯における設定及び精神科救急医療体制整備実施要綱で示されている、支援病院の確保について、補助制度の対象となるよう、十分な財源措置を講じられたい。

(2) 精神科救急入院料に関する施設基準「１精神科救急医療圏域と１基幹病院が対となって明確に区分された圏域がある場合は、当該圏域」について、精神科救急病院の確保を図るため､大都市圏に応じた基準の緩和を図られたい。

13 精神障がい者に対する合併症治療の支援
精神科病院の入院患者が精神疾患以外の疾病に罹患した際、精神科病床を有する総合病院等において適切な医療を受けるための身体合併症対応施設の確保のための「身体合併症救急対応事業」については、適用範囲を平日まで拡大するなど、実態に即した制度となるよう、必要な措置を講じられたい。

14 自殺対策の充実

国として自殺の実態解明のための調査研究を進め、その成果に基づいた具体的な自殺対策を示すとともに、総合的な自殺対策を推進することと併せて、都道府県や市町村において地域の実情にあった自殺対策を推進できるよう、継続的な財源措置を講じられたい。

15 心神喪失者等医療観察法の円滑な運用
　  民間病院等の指定通院医療機関への参画については、対象者の病状が悪化した場合に当該医療機関において入院の受け入れをすることが条件となっていることや、「通院処遇ガイドライン」や「鑑定ガイドライン」に則った処遇・治療等が求められることが過大な負担となっていることから、基準や運営費等について、必要な措置を講じられたい。

16 火葬場更新に係る補助制度の創設等　
大阪府内の火葬場は、設置後25年以上を経過した施設が4割を越え、老朽化とともに衛生面での対策も不十分であり、今後、増大する火葬需要への対応が極めて困難な状況にある。

そのため施設の更新が喫緊の課題となっているが、設置者である市町村の財政規模に対してその費用は極めて大きな負担となっていることから、今後も適切な火葬業務を継続していくために、国において補助制度の創設等必要な財政措置を講じられたい。

17 水道事務にかかる権限の移譲
危機管理事象の発生時において、府民への健康被害等を未然に防止する迅速な対応が可能となるよう、また、地域水道ビジョンの策定及びその先にある水道事業の広域化を推進するため、政令指定都市及び中核市を除く水道事業に対する水道法上の権限を知事に移譲されたい。

18 水道施設の更新等のための地方財源の充実
水道事業者は、これまで水需要の増大に対応して水道施設の整備に努めてきたが、現在、直接、料金収入の増加につながらない水道施設の耐震化や老朽施設の更新等が喫緊の課題となっている。

今後、水道事業者が安全で良質な飲料水を安定して供給していくため、以下の事業について、補助制度の一層の拡充、採択要件の緩和を図るとともに、税源移譲等、地方税財源の充実を図られたい。
　① 老朽水道施設の更新・改良

　② 水道施設の耐震化

　③ 鉛給水管の更新

　④ 水質検査施設の整備

　⑤ 水道の広域化に伴う施設整備

19 浄化槽市町村整備推進事業（市町村設置型合併処理浄化槽）の導入促進

 (1) 浄化槽整備区域促進特別モデル事業に限定せず、浄化槽市町村整備推進事業については、設置費用に対する国庫負担率を２分の１に引き上げられたい。
(2) 浄化槽市町村整備推進事業で設置された浄化槽の維持管理費用が下水道維持管理費と同様になるよう財源措置を講じられたい。

20 薬物乱用防止対策の充実

三位一体改革以降、府の薬物乱用防止対策費は減少の一途をたどっている。全国でも有数の薬物事犯が発生している府の状況を改善するには、警察等による取締の強化をはじめ、若い世代からの薬物乱用防止啓発や府民運動を促進することが重要であるため、国は薬物事犯が多く発生している地域に重点的な薬物乱用防止対策の措置をされたい。

21 若年層への献血推進策の充実
少子高齢化の進展する中、献血可能人口が減少傾向であり、今後の献血者の安定確保のためには、若年層に対する献血啓発が重要である。そのためには、特に高校生を始めとする若年層が、献血可能年齢に達したときに、献血に協力いただけるような実行ある献血啓発方法の構築が急務である。ついては、啓発方法の構築及び必要な財政措置を講じられたい。

22 食品の安全性確保策の充実

国内における牛海綿状脳症（ＢＳＥ）の発生以降、産地偽装表示や無登録農薬の使用、輸入食品での残留農薬の検出、中国製冷凍食品による中毒事件をはじめとする輸入食品への有害物質混入事件、事故米穀の不正規流通など、食に対する信頼が大きく損なわれる事件が多く発生している。消費者の食に対する不安・不信を払拭し、食の安全安心を確保するため、以下の点について、必要な措置を講じられたい。

(1) 行政に対するニーズが高まる中、食品衛生監視員の確保、監視指導体制や検査体制の拡充・整備が急務であり、このための法的、財政的基盤整備を図られたい。

(2) 食品の安全性確保のため、生産から消費に至るまでそれぞれの段階で、ＨＡＣＣＰ（危害分析重要管理点方式）による衛生管理がなされるよう、必要なシステムづくりを図られたい。

(3) 輸入食品の安全性を確保するため、国において、海外の食品事情等を考慮したモニタリング検査の充実等、水際における監視・検査体制の一層の強化を図られたい。

(4) 輸入加工食品における残留農薬の検査方法について、研究・開発をさらに進めるとともに、残留農薬の違反判定基準の策定や違反判定までに時間を要する場合の具体的対応策を制度上明確にされたい。

(5) 生食用食肉の規格基準を設定するとともに生食の適否に係る表示を義務化されたい。

(6) 食品に関する重大な事件、事故が発生した場合、国の責務において、直ちにリスク評価を実施し、安全性の基準を明確にするとともに、消費者に対し、迅速に分かりやすい情報提供を積極的に図られたい。

23 BSE対策の推進
特定部位の処理等、ＢＳＥ対策については、国において全額費用負担されたい。

また、検査については、月齢別で各自治体の対応が異なると、消費者に一層の不安と無用の混乱を招く恐れがあるため、科学的根拠に基づき、国民に対し十分に説明し理解を得た上で全国統一的に実施するべきであり、国の責務において統一を図られたい。さらに、検査費用については、国の責務において全額負担されたい。
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同条第３項では、上記事項につ】事業については、税源移譲及び交付税������������������������������������������������������������������������������������������������

















































































































【地方独立行政法人法】


第８条　地方独立行政法人の定款には、次に掲げる事項を規定しなければならない。


(1)～(4)　（略）


(5)　特定地方独立行政法人又は特定地方独立行政法人以外の地方独立行政法人の別


(6)～(11)　（略）


２　（略）


３　第１項第５号に掲げる事項については、定款を変更することができない。


















































全国的にアスベストが原因とみられる健康被害が発生しており、大阪府においても、府民の健康を守る上で、緊急かつ重大な問題となっている。


このため、本府では、アスベスト対策推進本部を設置して全庁的な組織体制を構築し、アスベストに関する総合的な府民相談窓口を開設するとともに、平成１７年度には府民の不安解消のため緊急肺がん検診を市町村と共同で実施するなどの取組を進めてきた。


しかしながら、アスベストを原因とする疾病は、発症までの期間が数十年と長く、将来にわたって健康被害者の増加が予想されるなど、国民に与える影響が大きいことから、全国レベルでより一層の取組強化を図る必要がある。


ついては、国民の安全や安心を確保する立場から、国の責任において、次の措置を早急に講じること。





(1) 平成22年５月19日に出された大阪地方裁判所「大阪泉南アスベスト国家賠償訴訟判決」を契機に、早期にアスベスト被害を抜本的に解決されること。





(2) 地方に負担や役割を求めることなく、国の責任において対応すること。





(3) 石綿肺等を指定疾患に加えるなど、被害者救済のため「石綿による健康被害の救済に関する法律」のより適正な運用を図ること。





(4) 健康被害者の早期発見のため検診方法の確立、治療方法の研究、地域による偏りのない治療体制の充実、医療スタッフの確保と知識・技術の向上などを図るとともに、検診費用の補助等、必要な措置を講じること。





(5) アスベストを原因とする疾患の潜伏期は長期にわたることから、労災では救済されない労働者の家族や工場等の周辺住民に対する長期的・継続的な検診体制を国において確立すること。





(6) 社会福祉施設、医療機関など多数の住民が利用する公共・民間建築物のアスベスト除去を促進するため、助成制度や融資制度などの支援措置を早急に講じること。














【巡回診療に関する規定について】


診療放射線技師法第26条第２項は、診療放射線技師は、診療所等以外の場所においてその業務をしてはならないと規定するとともに、ただし書きにおいて例外規定を設け、同項第２号において、医師の立会いの下にエックス線を照射するときを挙げられている。


また、「巡回診療の医療法上の取扱いについて」昭和37年６月20日医発第554号通知においては、病院又は診療所の管理者は巡回診療を行う場において、医師又は歯科医師を実施責任者として管理者の指揮監督のもとに巡回診療を管理させると規定されている。





























 (2)　診療報酬制度の改善


府民にとって安全・安心で質の高い医療が受けられる体制を構築できるよう、診療報酬の抜本的な改善を図ること。


平成22年4月に増額改定されたところではあるが、依然として地域に必要な小児救急を含む救急医療や周産期医療などの維持・充実は厳しい状況であることから、特にこれらを担う医療機関の経営実態をふまえた診療報酬制度となるよう国の責任において更なる見直しを行うこと。


    特に、障がいをもった患者等のニーズに応じたきめ細やかな看護サービスを提供できるよう、看護師の需給状況や医療機関の経営実態を踏まえた診療報酬制度となるよう早急に改善を図ること。





(3)　医師の業務分担の見直し


　　　病院における勤務医の確保が困難になっていることから、引き続き医師の業務分担の見直しなど勤務医の負担軽減策について具体化を図ること。


　


2．救急医療体制等の充実・強化


(1)　救急医療体制の確保


近年の医師不足問題等を背景として、崩壊のおそれがある地域の救急医療体制について、新たな財源措置を含め国の責任において確保に向けた支援を行うこと。


併せて、眼科・耳鼻咽喉科等の特定科目にかかる救急医療体制についても、体制確保に必要な財政的措置を講ずること。


また、診療報酬制度が抜本的に見直されるまでの間は、労働基準法等に係る監督指導等を行うにあたり、医療体制の持続的な確保を図る観点から、救急医療等の現場の実態を十分に考慮したうえで、弾力的な相談・対応を行うこと。





(2)　周産期医療の充実


産科医療補償制度について、運用状況等をもとに補償対象や補償金額などの見直しを行うとともに、制度の周知徹底を促進すること。


産婦人科に係る救急搬送に一時的に対応できる体制の整備や周産期医療と救急医療の確保と連携について、地域の実態を踏まえた施策を構築し、具体的な方策に対する財政的措置を講ずること。


併せて、周産期医療機関によるネットワークの維持・整備のため、以下の点について、必要な措置を講じること。


　　①　周産期母子医療センター運営費補助については、整備の実態を踏まえたものとなるよう、基準額及び補助率の引き上げを行うこと。


②　周産期医療対策事業における補助基準額を引き上げるとともに、補助率を1/3から1/2に引き上げること。


③　医療機関が所有する新生児用ドクターカーによる三角搬送に対する診療報酬を設定すること。


④　周産期医療に関する診療報酬については、ハイリスク分娩等の高度専門的な医療の提供が大半を占める医療機関の経営が圧迫されないよう、診療実態に見合った充実を図ること。


・総合周産期母子医療センターに加え、地域周産期母子医療センターにおける母体・胎児集中治療管理料の創設


・算定限度が14日となっている母体・胎児集中治療管理料の算定限度日数の延長


・ハイリスク分娩管理加算の充実及び算定対象の拡大


・NICUの入院基本料や加算等の算定制限の撤廃


・特定の状態にある長期入院児については、平均在院日数算定の対象外とすること。


























⑤　地域の実情に応じた産科・周産期の医療資源の集約化・重点化に対応するため、特定の病床にかかる特例について、知事の判断により適用できるようにすること。





(3)　小児救急医療の充実


小児救急医療については、小児科医の不足等により、夜間帯の初期救急医療体制が十分でないことから、軽症の急病患者が二次救急医療機関に多数集中するなど深刻な状況に直面しており、小児救急に携わる医師の確保・養成方策をはじめ、より一層の充実を図るため、以下の点について必要な措置を講じること。


①　小児広域救急医療体制の構築に向け、都道府県が市町村に対して行う広域小児初期救急医療体制への支援を拡充するため、「小児初期救急センター事業」について、運営だけでなく施設整備に関しても、市町村もその対象とするとともに、財源措置を拡充すること。


②　「小児救急医療支援事業」について、税源移譲が実現するまでは、補助基準を改善し補助単価の大幅な引き上げを行うとともに、病院の機能に応じた支援を行えるよう、要件の見直しを行うこと。





(4)　ドクターヘリ運営事業の推進


「救急医療用ヘリコプターを用いた救急医療の確保に関する特別措置法」に基づき、ドクターヘリによる救急医療システムを構築することは、国の責務であることから、同法により、自治体におけるドクターヘリの導入・運航が実質的に後押しされるよう一層の財源措置を講じること。





(5) 救急医療及び救急車の適切な利用


住民の適切な理解が促進されるような啓発事業の全国的な展開を行うとともに、地方自治体における同様の取組みに対する財源措置を講じること。





(6)　ＡＥＤの普及促進等


①　本府では、ＡＥＤ（自動体外式除細動器）の効果的な活用方策・普及方策について、検討を行っているところであるが、国においてもＡＥＤの普及に向け、特に、非医療従事者に対する啓発方策等に対し十分な財源措置を講じられたい。


②　救命処置の普及に向け、国民が躊躇せずに救命処置を行えるよう、善意で救命処置を実施した際、民法の緊急事務管理を適用し、その結果に関わらず民事上の責任を問われない具体的な事例等を示すなど、分かりやすいガイドライン等の策定を進められたい。























一般要望
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